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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　細菌胞子による汚染が疑われる物品上の細菌胞子を排除するための方法であって、前記
方法は、
　１０～２，０００ｐｐｍのエーテルアミンを水に混合することによって第１の使用溶液
を調製し、１０～２，０００ｐｐｍの過カルボン酸を水に混合することによって第２の使
用溶液を調製することと、
　前記第１の使用溶液を前記物品に適用することと、
　前記第２の使用溶液を前記物品に適用することと、を含み、
　前記エーテルアミンは、以下の式：Ｒ１ＯＲ２ＮＨ２；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＯＲ４）Ｎ
Ｈ；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＨ；（Ｒ１ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）Ｎ（Ｒ５ＯＲ６）；（Ｒ１

ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）ＮＲ５；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＲ５；Ｒ１ＯＲ２ＮＨＲ３ＮＨ２

のうちいずれか一つを有し、又はこれらの混合物であり、
　前記エーテルアミンは、合計１０～１８個の炭素原子を含み、Ｒ１は、Ｒ２～Ｒ６より
も長い炭素鎖を含む、方法。
【請求項２】
　前記第１の使用溶液は、２５～１，５００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、請求項１に
記載の方法。
【請求項３】
　前記第１の使用溶液は、２５～１，０００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、請求項１又
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は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記第１の使用溶液は、５０～５００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、請求項１～３の
いずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
　前記過カルボン酸は、２～１２個の炭素原子を有する一つ又は複数の過カルボン酸を含
む、請求項１～４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記第２の使用溶液は、１０～１，５００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、請求項１～５
のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　前記第２の使用溶液は、５０～１，０００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、請求項１～６
のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記第２の使用溶液は、５０～５００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、請求項１～７のい
ずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　前記方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ．、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、
Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓから選択される細菌胞子の少なくとも２対
数の減少が可能である、請求項１～８のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ．、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、
Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓから選択される細菌胞子の少なくとも３対
数の減少が可能である、請求項１～９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ．、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、
Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓから選択される細菌胞子の少なくとも４対
数減少が可能である、請求項１～１０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記物品は、織物または硬質面を含む、請求項１～１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記第１の使用溶液又は前記第２の使用溶液のいずれか一方は、一つ又は複数の界面活
性剤をさらに含む、請求項１～１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記第１の使用溶液又は前記第２の使用溶液のいずれか一方は、一つ又は複数のｐＨ調
整剤をさらに含む、請求項１～１３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１５】
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記物品に同時に適用される、請求項
１～１４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１６】
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記物品に連続的に適用される、請求
項１～１４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１７】
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記物品に累積的に適用される、請求
項１～１４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１８】
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記エーテルアミンと前記過カルボン
酸との両方を前記水に投入することによって、単一の使用溶液として同時に調製される、
請求項１～１５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１９】
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　前記単一の使用溶液は、洗濯用洗浄溶液を含む、請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記第１の使用溶液又は前記第２の使用溶液のいずれか一方は、洗濯ブースタである、
請求項１～１９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２１】
　前記第１の使用溶液又は前記第２の使用溶液のいずれか一方は、前記物品の硬質面に適
用される、請求項１～２０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２２】
　前記第１の使用溶液又は前記第２の使用溶液の一方は、噴霧、注入、ワイプ、またモッ
プ掛けによって前記物品に適用される、請求項２１に記載の方法。
【請求項２３】
　細菌胞子を排除するための方法であって、前記方法は、
　１０～３，０００ｐｐｍのエーテルアミンを水に混合することによって第１の使用溶液
を調製することと、
　１０～３，０００ｐｐｍの過カルボン酸を水に混合することによって第２の使用溶液を
調製することと、
　前記第１の使用溶液を、細菌胞子の汚染が疑われる物品に適用することと、
　前記第２の使用溶液を、細菌胞子の汚染が疑われる前記物品に適用することと、を含み
、
　前記エーテルアミンは、以下の式：Ｒ１ＯＲ２ＮＨ２；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＯＲ４）Ｎ
Ｈ；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＨ；（Ｒ１ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）Ｎ（Ｒ５ＯＲ６）；（Ｒ１

ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）ＮＲ５；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＲ５；Ｒ１ＯＲ２ＮＨＲ３ＮＨ２

のうちいずれか一つを有し、又はこれらの混合物であり、
　前記エーテルアミンは、合計１０～１８個の炭素原子を含み、Ｒ１は、Ｒ２～Ｒ６より
も長い炭素鎖を含む、方法。
【請求項２４】
　前記第１の使用溶液は、２５～２，０００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、請求項２３
に記載の方法。
【請求項２５】
　前記第１の使用溶液は、５０～１，５００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、請求項２３
又は２４項に記載の方法。
【請求項２６】
　前記第１の使用溶液は、５０～１，０００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、請求項２３
～２５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２７】
　前記第２の使用溶液は、１０～２，０００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、請求項２３～
２６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２８】
　前記第２の使用溶液は、５０～１，５００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、請求項２３～
２７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２９】
　前記第２の使用溶液は、５０～１，０００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、請求項２３～
２８のいずれか一項に記載の方法。
【請求項３０】
　前記第１の使用溶液を前記適用することは、前記物品を前記第１の使用溶液中に浸漬す
ることを含み、前記第２の使用溶液を適用することは、前記物品を前記第２の使用溶液中
に浸漬することを含み、前記方法は、前記第２の使用溶液を適用する前に、前記第１の使
用溶液を排出することをさらに含む、請求項２３～２９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項３１】
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記物品に同時に適用される、請求項
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２３～３０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項３２】
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記物品に累積的に適用される、請求
項２３～３０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項３３】
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記エーテルアミンと前記過カルボン
酸との両方を含有する単一の使用溶液として同時に調製される、請求項２３～３１のいず
れか一項に記載の方法。
【請求項３４】
　前記単一の使用溶液は、洗濯用洗浄溶液を含む、請求項３３に記載の方法。
【請求項３５】
　２つのチャンバ、及び両チャンバと流体連通する調整可能なスプレーアセンブリを有す
るスプレーボトルと、
　前記２つのチャンバのうちの一方に収容され、水中に１０～２，０００ｐｐｍのエーテ
ルアミンを含む第１の溶液と、
　前記２つのチャンバのうちの他方に収容され、水中に１０～２，０００ｐｐｍの過カル
ボン酸を含む第２の溶液と、を含む、キットであって、
　前記エーテルアミンは、以下の式：Ｒ１ＯＲ２ＮＨ２；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＯＲ４）Ｎ
Ｈ；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＨ；（Ｒ１ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）Ｎ（Ｒ５ＯＲ６）；（Ｒ１

ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）ＮＲ５；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＲ５；Ｒ１ＯＲ２ＮＨＲ３ＮＨ２

のうちいずれか一つを有し、又はこれらの混合物であり、
　前記エーテルアミンは、合計１０～１８個の炭素原子を含み、Ｒ１は、Ｒ２～Ｒ６より
も長い炭素鎖を含む、キット。
【請求項３６】
　１０～１，０００ｐｐｍのエーテルアミンと、
　１０～１，０００ｐｐｍの過カルボン酸と、
　水との混合物を含む組成物であって、
　前記エーテルアミンは、以下の式：Ｒ１ＯＲ２ＮＨ２；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＯＲ４）Ｎ
Ｈ；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＨ；（Ｒ１ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）Ｎ（Ｒ５ＯＲ６）；（Ｒ１

ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）ＮＲ５；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＲ５；Ｒ１ＯＲ２ＮＨＲ３ＮＨ２

のうちいずれか一つを有し、又はこれらの混合物であり、
　前記エーテルアミンは、合計１０～１８個の炭素原子を含み、Ｒ１は、Ｒ２～Ｒ６より
も長い炭素鎖を含む、組成物。
【請求項３７】
　細菌胞子による汚染が疑われる物品上の細菌胞子を排除するための方法であって、前記
方法は、使用溶液を前記物品に適用することを含み、前記使用溶液は、水中に、１０～２
，０００ｐｐｍのエーテルアミンと、１０～２，０００ｐｐｍの過カルボン酸を含み、
　前記エーテルアミンは、以下の式：Ｒ１ＯＲ２ＮＨ２；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＯＲ４）Ｎ
Ｈ；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＨ；（Ｒ１ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）Ｎ（Ｒ５ＯＲ６）；（Ｒ１

ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）ＮＲ５；（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＲ５；Ｒ１ＯＲ２ＮＨＲ３ＮＨ２

のうちいずれか一つを有し、又はこれらの混合物であり、
　前記エーテルアミンは、合計１０～１８個の炭素原子を含み、Ｒ１は、Ｒ２～Ｒ６より
も長い炭素鎖を含む、方法。
【請求項３８】
　前記使用溶液は、２５～１，５００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、請求項３７に記載
の方法。
【請求項３９】
　前記使用溶液は、２５～１，０００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、請求項３７又は３
８に記載の方法。
【請求項４０】
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　前記使用溶液は、５０～５００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、請求項３７～３９のい
ずれか一項に記載の方法。
【請求項４１】
　前記過カルボン酸は、２～１２個の炭素原子を有する一つ又は複数の過カルボン酸を含
む、請求項３７～４０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項４２】
　前記使用溶液は、１０～１，５００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、請求項３７～４１の
いずれか一項に記載の方法。
【請求項４３】
　前記使用溶液は、５０～１，０００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、請求項３７～４２の
いずれか一項に記載の方法。
【請求項４４】
　前記使用溶液は、５０～５００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、請求項３７～４３のいず
れか一項に記載の方法。
【請求項４５】
　前記方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ．、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、
Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓから選択される細菌胞子の少なくとも２対
数の減少が可能である、請求項３７～４４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項４６】
　前記方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ．、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、
Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓから選択される細菌胞子の少なくとも３対
数の減少が可能である、請求項３７～４５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項４７】
　前記方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ．、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、
Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓから選択される細菌胞子の少なくとも４対
数減少が可能である、請求項３７～４６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項４８】
　前記物品は、織物または硬質面を含む、請求項３７～４７のいずれか一項に記載の方法
。
【請求項４９】
　前記使用溶液は、一つ又は複数の界面活性剤をさらに含む、請求項３７～４８のいずれ
か一項に記載の方法。
【請求項５０】
　前記使用溶液は、一つ又は複数のｐＨ調整剤をさらに含む、請求項３７～４９のいずれ
か一項に記載の方法。
【請求項５１】
　前記単一の使用溶液は、洗濯用洗浄溶液を含む、請求項３７～５０のいずれか一項に記
載の方法。
【請求項５２】
　前記使用溶液は、洗濯ブースタである、請求項３７～５１のいずれか一項に記載の方法
。
【請求項５３】
　前記使用溶液は、前記物品の硬質面に適用される、請求項３７～５２のいずれか一項に
記載の方法。
【請求項５４】
　前記使用溶液は、噴霧、注入、ワイプ、またモップ掛けによって前記物品に適用される
、請求項３７～５３のいずれか一項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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関連出願の相互参照
　本出願は、ＰＣＴ国際出願として２０１７年２月２３日に出願されており、かつ２０１
６年２月２５日に出願された米国特許仮出願第６２／２９９，６１６号に対する優先権を
主張するものであり、この出願は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本開示は、殺胞子効果を提供するための組成物及び方法に関する。特に、本開示は、一
つ又は複数のエーテルアミン及びそれらの誘導体と一つ又は複数の過酸とを含む組成物、
ならびにかかる組成物の調製及び使用のための方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　細菌及びそれらの胞子の防除は、工業用及び施設用の洗浄及び洗濯用途を含む、工業及
び施設環境において望ましい。例えば、Ｃｌｏｓｔｒｉｄｉｕｍ　ｄｉｆｆｉｃｉｌｅ（
「Ｃ．ｄｉｆｆ」）、Ｃｌｏｓｔｒｉｄｉｕｍ　ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ（「Ｃ．ｂｏｔｕｌ
ｉｎｕｍ」）、Ｃｌｏｓｔｒｉｄｉｕｍ　ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ（「Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅ
ｎｅｓ」）、Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ（「Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ」）、及びＢａｃｉ
ｌｌｕｓ　ｓｕｂｔｉｌｉｓ（「Ｂ．ｓｕｂｔｉｌｉｓ」）の胞子等の細菌胞子を、表面
、器具から、及び工業現場ならびにクリーニング工場（例えば、健康管理施設）から低減
または排除して、Ｃ．ｄｉｆｆまたはＢ．ｃｅｒｅｕｓによって引き起こされる消化管感
染症等の疾患の発症を最小限に抑えることが望ましい。
【０００４】
　塩素（例えば、次亜塩素酸）及び過酸等の標準酸化化学物質は、Ｃ．ｄｉｆｆ胞子に対
して有効であり得るが、通常、高濃度の化学物質が必要である。現在のＣＤＣガイドライ
ンは、硬質面上のＣ．ｄｉｆｆ胞子の消毒のために１，０００～５，０００ｐｐｍの低亜
塩素酸濃度を推奨している。しかしながら、この濃度は、洗濯衛生のための１００ｐｐｍ
の典型的な次亜塩素酸塩より少なくとも１桁分高い。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　費用効果が高く、さらに有効な、洗濯物（軟質面）及び硬質面の衛生化及び／または消
毒のための方法を提供することは有益であろう。特に、洗濯物及び硬質面上においてＣ．
ｄｉｆｆを含む細菌胞子を低減または排除するための効率的かつ費用効果の高い組成物及
び方法を提供することが有益であろう。殺胞子活性及び改善された水溶性を有する組成物
を提供し、殺胞子活性及び水硬度の存在下で改善された安定性を有する組成物を提供し、
そして改善された水溶性ならびに安定性を有する組成物によって胞子を根絶するための方
法を提供することはさらに有益であろう。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　組成物及び方法を使用して、細菌胞子による汚染が疑われる物品を処置する。組成物及
び方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、Ｂ．ｃ
ｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓから選択される細菌胞子に対して有効である。物
品は、織物または硬質面であり得る。本方法は、エーテルアミンを水に混合することによ
って第１の使用溶液を調製し、過カルボン酸を水に混合することによって、第２の使用溶
液を調整することと、第１の使用溶液を物品に適用することと、第２の使用溶液を物品に
適用することとを含む。代替的な方法は、エーテルアミン、過カルボン酸、及び水の混合
物を調製することと、この混合物を物品に適用することとを含む。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】一実施形態による組成物を収容及び適用するために使用される２チャンバ式スプ
レーボトルである。
【発明を実施するための形態】
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【０００８】
　本開示は、細菌胞子を低減するために、洗濯物または様々な表面を処置する方法に関す
る。本開示は、水中で改善された溶解性及び安定性を呈する殺胞子活性を有する組成物に
さらに関する。
【０００９】
　本発明で使用される場合、「殺胞子剤」という用語は、Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｓｕｂｔｉ
ｌｉｓ、Ｃｌｏｓｔｒｉｄｉｕｍ　ｄｉｆｆｉｃｉｌｅ、またはＣｌｏｓｔｒｉｄｉｕｍ
　ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓの集団において、室温で３０分以内に、９０％超の減少（１対数
オーダーの減少）を引き起こすための能力を有する物理的もしくは化学的薬剤またはプロ
セスを指す。
【００１０】
　いくつかの実施形態によれば、本開示の組成物及び方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ、Ｃ．ｂｏｔ
ｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉ
ｓのうちの一つ又は複数の胞子に対して有効である。少なくとも１つの実施形態では、組
成物及び方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、
Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓの胞子に対して有効である。例えば、Ｃ．
ｄｉｆｆ及びＣ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓならびにＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓのもの等の他の死
滅が困難な細菌内生胞子に対して有利な殺胞子活性を有する。さらに、本組成物は、栄養
細菌、栄養真菌、他の細菌胞子、真菌胞子、及びウイルスに対しても活性である。
【００１１】
　ある特定の実施形態では、殺胞子性組成物は、胞子の集団における９９％超の減少（２
対数オーダーの減少）９９．９％の低減（３対数オーダーの減少）、９９．９９％超の減
少（４対数オーダーの減少）、または９９．９９９％超の減少（５対数オーダーの減少）
、室温で３０分以内の内生胞子の全体の不活性化を提供する。一実施形態では、本殺胞子
性組成物は、所定の時間及び温度内で、例えば室温で３０分で、全ての細菌内生胞子を排
除する。殺胞子効率を試験するために、細菌胞子を含む試験ストリップを使用することが
できる。米国環境保護庁（ＥＰＡ）の製品性能試験ガイドライン、文書ＯＣＳＰＰ　８１
０．２４００によって規定されている、ＡＳＴＭ法Ｅ２２７４等の標準試験方法を、組成
物及び方法の効率を評価するために使用することができる。ＡＳＴＭ　Ｅ２２７４は、試
験ストリップが、１ｍＬ当たり少なくとも１０８のコロニー形成単位（ＣＦＵ）を含有す
る細菌溶液中に接種されることを必要とする。検証される試験については、１．０×１０
４ＣＦＵ／担体及び洗浄水中１．０×１０４ＣＦＵ／ｍＬの最小平均が対照系から試験後
に回収されるべきである。
【００１２】
　開示の方法及び組成物は、微生物汚染、特に、微生物の胞子に起因する微生物汚染を低
減することが望ましい様々な表面、物質、及び物品を処置するために使用することができ
る。かかる物質及び物品の例としては、織物（例えば、綿、羊毛、絹、レーヨン、ビスコ
ース、及びポリエステル、ポリオレフィン、ならびにアクリル等の合成布地、例えば綿－
ポリエステルブレンドなどの繊維のブレンド、木材及びセルロースベースの系（例えば、
紙）、食品取り扱い面（例えば、調理台、食品取り扱い器具ならびに包装材、台所用具）
、一般的な家屋の表面（例えば、床、壁、天井、家具の外部など）、または設備表面（例
えば、医療機器、製造機器、処理設備など）が挙げられる。
【００１３】
　いくつかの実施形態によれば、本開示の組成物及び方法は、同じレベルの効率を達成す
る濃度で次亜塩素酸塩及び／または過酸を使用する処置よりも費用効果が高い。
【００１４】
　少なくともいくつかの実施形態によれば、本開示の組成物は、一つ又は複数のエーテル
アミンと、一つ又は複数の過酸と、任意選択で他の抗菌剤及び界面活性剤などの洗浄性構
成成分とを含む。本組成物はまた、さらなる構成要素、例えば、溶媒、塩類、ｐＨ改質剤
、充填剤、着色剤、香料などを含んでもよい。
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【００１５】
　ドデシルアミンの使用が、Ｃ．ｄｉｆｆ等の病原性細菌の胞子発芽に対して有益である
ことが見出さられている。しかしながら、洗剤組成物などの水性組成物中のドデシルアミ
ンの封入は、特に水硬度の存在下での長鎖アミンの限定された溶解度のために問題になっ
ている。ペルオキシ酸と組み合わせてのエーテルアミンが、Ｃ．ｄｉｆｆのもの等の細菌
胞子に対する相乗的殺胞子効果を示すことが発見されている。エーテルアミンが、水中で
良好な溶解性及び安定性を示すことがさらに発見されている。ドデシルアミン（ＣＡＳ　
１２４－２２－１；伝統的なアミン）及び３－オクチルオキシ－１－プロパンアミン（Ｃ
ＡＳ（１５９３０－６６－２；ドデシルアミンと同じ鎖長を有するエーテルアミン）につ
いて算出された溶解度の比較を以下の表に示す。
【表１】

【００１６】
　いくつかの実施形態によれば、本組成物は、２つの部分、第Ｉ部及び第ＩＩ部から調製
され、これらは、連続的に、累積的に、または同時に適用することができる。第Ｉ部及び
ＩＩ部が連続的に適用される場合、物品は先ず第Ｉ部で処置され、次いで第ＩＩ部で処置
され得る。第Ｉ部及びＩＩ部が累積的に適用される場合、第Ｉ部を先ず物品に適用し、そ
の後、最初の第Ｉ部を除去することなく、第ＩＩ部を適用することができる。これらの部
分は、逆順序で適用されてもよく、すなわち、先ず第ＩＩ部を適用し、次いで最初の第Ｉ
Ｉ部を除去することなく、第Ｉ部を適用する。本組成物が洗濯物を処置するために使用さ
れる実施形態では、第Ｉ部及びＩＩ部が、洗浄溶液に直接適用されて、組成物を作り出す
ことができる。第Ｉ及びＩＩ部は、洗浄溶液に連続的に、累積的に、または同時に適用す
ることができる。組成物が表面（例えば、硬質面）を処置するために使用される別の実施
形態では、第Ｉ部及びＩＩ部は、表面に直接適用され得る（連続的に、累積的に、または
同時にのいずれかで）か、あるいは先ず希釈され、その後、表面に適用され得るか、ある
いは混合されて、第Ｉ部及びＩＩ部の混合物を生成し、これがその後、表面に適用され得
る。
【００１７】
　「組成物」という用語は、第Ｉ部及びＩＩ部を有する２部分型溶液であり得る使用溶液
、または第Ｉ部及びＩＩ部を含む混合物を指すために本明細書で使用される。本明細書で
使用される「第Ｉ部」及び「第ＩＩ部」は、任意であり、限定するものと見なされるべき
ではない。
【００１８】
アミン
　一実施形態では、本組成物は、有効量の（例えば、殺胞子量の）エーテルアミンを含み
得る。エーテルアミンは、組成物の第Ｉ部として提供することができるか、または第Ｉ部
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及びＩＩ部の混合物の一部として提供されてもよい。
【００１９】
　好適なエーテルアミンとしては、第一級、第二級、または第三級エーテルアミンが挙げ
られる。エーテルアミンは、一般に、以下の式：Ｎ（Ｒａ）（Ｒｂ）（Ｒｃ）を有し、式
中、Ｒａ、Ｒｂ、及びＲｃのうちの少なくとも１つは、エーテル部分を含む。例えば、エ
ーテルアミンは、
　式１：Ｒ１ＯＲ２ＮＨ２の第一級エーテルアミン；
　式２：（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＯＲ４）ＮＨもしくは式３：（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＨの第二
級エーテルアミン；
　式４：（Ｒ１ＯＲ２）（Ｒ３ＯＲ４）Ｎ（Ｒ５ＯＲ６）、式５：（Ｒ１ＯＲ２）（Ｒ３

ＯＲ４）ＮＲ５、もしくは式６：（Ｒ１ＯＲ２）Ｒ３ＮＲ５の第三級エーテルアミン；
　式７：Ｒ１ＯＲ２ＮＨＲ３ＮＨ２のジアミン；
　またはそれらの混合物であり得る。
【００２０】
　好適なエーテルアミンにおいて、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、及びＲ６は、Ｃ１～
Ｃ２２アルキル基から独立して選択され得る。好ましい実施形態では、Ｒ１は、比較的長
い炭素鎖を含むが、一方Ｒ２－Ｒ６は、より短い炭素鎖を含む。アルキル基は、飽和もし
くは不飽和、脂肪族もしくは環状、非置換もしくは置換、直鎖もしくは分岐鎖であっても
よい。このエーテルアミンは、エーテルアンモニウム塩等の塩形態であってもよい。一実
施形態では、本組成物は、一つ又は複数のジアミンを含む。
【００２１】
　好適なエーテルアミンの例には、ヘキシルオキシプロピルアミン、テトラデシルオキシ
プロピル－１，３－プロピルアミン及びドデシルオキシプロピル－１，３－プロピルアミ
ン等のアルキルオキシアルキルアミン；エチルヘキシルオキシプロピルアミン、イソトリ
デシルオキシプロピルアミン、及びイソデシルオキシプロピルアミン等の分岐状アルキル
オキシアルキルアミン；またはオクチルオキシプロピル－１，３－プロピレンジアミン、
デシルオキシプロピル－１，３－プロピレンジアミン、イソデシルオキシプロピル－１，
３－プロピレンジアミン、ドデシルオキシプロピル－１，３－プロピレンジアミン、テト
ラデシルオキシプロピル－１，３－プロピレンジアミン、またはイソトリデシルオキシプ
ロピル－１，３－プロピレンジアミン等のアルキルオキシジアミンが挙げられる。
【００２２】
　エーテルアミンは、例えば、Ａｌｌｅｎｔｏｗｎ，ＰＡのＡｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　
ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ、Ｃｈａｒｌｏｔｔｅ，ＮＣのＣｌａｒｉａｎｔ　
Ｃｏｒｐ．、及びＦｌｏｒｈａｍ　Ｐａｒｋ，ＮＪのＢＡＳＦ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
から市販されている。利用可能な製品としては、例えば、Ａｉｒ　ＰｒｏｄｕｃｔｓのＴ
ＯＭＡＭＩＮＥ（登録商標）ＰＡ－１９、ＰＡ－１６１８、ＰＡ－１８１６、ＤＡ－１８
、ＤＡ－１９、ＤＡ－１６１８、及びＤＡ－１８１６が挙げられる。一実施形態では、本
組成物は、ＰＡ－１４、ＤＡ－１２１４、ＤＡ－１６１８、またはこれらの組み合わせを
含む。
【００２３】
過酸
　少なくとも一実施形態によれば、本組成物は、一つ又は複数のペルオキシカルボン酸（
過酸としても知られる）もしくはその塩、または過酸化水素を含む。いくつかの実施形態
では、本組成物は、カルボン酸及び対応するペルオキシカルボン酸の水性平衡状態を構成
する。そのような平衡状態は、典型的には平衡量の過酸化水素も含む。例えば、本組成物
は、酢酸、ペルオキシ酢酸、及び過酸化水素を平衡状態で含み得る。ペルオキシカルボン
酸は、ペルオキシカルボン酸に変換され得る（例えば、エステル前駆体を過酸化水素と反
応させることによって）、前駆体（例えば、エステル前駆体）として提供することもでき
る。ペルオキシカルボン酸または過酸化水素は、組成物の部分ＩＩとして提供することが
できるか、または部分Ｉ及びＩＩの混合物の一部として提供されてもよい。
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【００２４】
　ペルオキシカルボン（または過カルボン）酸は、一般に、式Ｒ（ＣＯ３Ｈ）ｎを有し、
式中、例えば、Ｒは、アルキル基、アリールアルキル基、シクロアルキル基、芳香族基、
または複素環式基であり、ｎは、１、２、または３である。Ｒ基は、飽和であっても不飽
和であってもよく、かつ置換であっても非置換であってもよい。ペルオキシカルボン酸は
、典型的には、親酸の前にペルオキシを付け加えることにより命名される。
【００２５】
　本発明の組成物及び方法は、例えば、２～１１個、２～７個、または２～５個の炭素原
子を含有する短鎖及び／または中鎖ペルオキシカルボン酸を用いることができる。例えば
、中鎖ペルオキシカルボン酸（または過カルボン酸）は、式Ｒ（ＣＯ３Ｈ）ｎを有するこ
とができ、式中、Ｒは、Ｃ１～Ｃ６アルキル基、Ｃ３～Ｃ１１シクロアルキル、Ｃ５～Ｃ

１１アリールアルキル基、Ｃ５～Ｃ１１（例えば、Ｃ６）アリール基、またはＣ５～Ｃ１

１複素環基であり、ｎは１、２、または３である。ペルオキシ酢酸（または過酢酸）は、
式ＣＨ２ＣＯＯＯＨを有するペルオキシカルボン酸である。ペルオキシヘキサン酸（また
は過ヘキサン酸）は、例えば、ｎ－ペルオキシヘキサン酸の式：ＣＨ３（ＣＨ２）４ＣＯ
ＯＯＨを有するペルオキシカルボン酸である。ペルオキシオクタン酸の炭素鎖は、直鎖ア
ルキル部分、分岐鎖アルキル部分を有する酸、またはそれらの混合物であり得る。
【００２６】
　好適なペルオキシカルボン酸としては、短鎖ペルオキシカルボン酸及び中鎖ペルオキシ
カルボン酸及びそれらの混合物が挙げられる。例えば、好適なペルオキシカルボン酸には
、ペルオキシ酢酸、ペルオキシブタン酸、ペルオキシプロパン酸、ペルオキシペンタン酸
、ペルオキシヘキサン酸、ペルオキシヘプタン酸、ペルオキシオクタン酸、ペルオキシサ
リチル酸、及びペルオキシ安息香酸が挙げられる。ある特定の実施形態では、ペルオキシ
カルボン酸には、ペルオキシ酢酸、ペルオキシブタン酸、ペルオキシプロパン酸、ペルオ
キシペンタン酸、ペルオキシヘキサン酸、ペルオキシオクタン酸、またはそれらの混合物
が挙げられる。一実施形態では、ペルオキシカルボン酸には、ペルオキシ酢酸が含まれる
か、またはペルオキシ酢酸である。
【００２７】
　いくつかの実施形態では、疎水性ではない短鎖長を有するペルオキシカルボン酸を選択
することが望ましい場合がある。例えば、ペルオキシカルボン酸は、４個以下の炭素の鎖
長を有し得る。特に、ペルオキシカルボン酸がエーテルアミンと共に溶液に添加される場
合、より長い鎖長によって引き起こされる疎水性は、ペルオキシカルボン酸及びエーテル
アミンを凝集させる可能性があり、したがって、溶液の有効性を低下させる。
【００２８】
　いくつかの実施形態によれば、本組成物は、一つ又は複数のカルボン酸を含む。カルボ
ン酸は、１つ、２つ、３つ、またはそれ以上のカルボキシル基を有することができる。本
発明の組成物及び方法は、典型的には、例えば、２～１２個、２～９個、または２～５個
の炭素原子を含有する短鎖及び／または中鎖カルボン酸を使用する。例えば、中鎖カルボ
ン酸は、式Ｒ－ＣＯＯＨを有することができ、式中、ＲはＣ１～Ｃ１１アルキル基、Ｃ３

～Ｃ１１シクロアルキル、Ｃ５～Ｃ１１アリールアルキル基、Ｃ５～Ｃ１１（例えば、Ｃ

６）アリール基、またはＣ５～Ｃ１１複素環基であり得る。好適なカルボン酸としては酢
酸、ブタン酸、プロパン酸、ペンタン酸、ヘキサン酸、ヘプタン酸、オクタン酸、サリチ
ルチン酸、安息香酸、これらの混合物等が挙げられる。中鎖カルボン酸のアルキル骨格は
、直鎖、分岐鎖、またはこれらの混合物であり得る。
【００２９】
　実施形態によれば、本組成物は、第Ｉ及びＩＩ部として別個に、または第Ｉ及びＩＩ部
の混合物としてのいずれかで適用される、有効量のエーテルアミン及び過酸素化合物（例
えば、過酸）を含む。本組成物は、約１０～２，０００ｐｐｍ、約２０～１，５００ｐｐ
ｍ、約２５～１，０００ｐｐｍ、約３０～８００ｐｐｍ、約４０～６００ｐｐｍ、約５０
～５００ｐｍ、または約１００～５，０００ｐｐｍエーテルアミンを含み得る。例えば、
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本組成物は、約１０ｐｐｍ、約２０ｐｐｍ、約３０ｐｐｍ、約４０ｐｐｍ、約５０ｐｐｍ
、約７５ｐｐｍ、約１００ｐｐｍ、約１２５ｐｐｍ、約１５０ｐｐｍ、約２００ｐｐｍ、
約２５０ｐｐｍ、約３００ｐｐｍ、約４００ｐｐｍ、約５００ｐｐｍ、約７５０ｐｐｍ、
約１，０００ｐｐｍ、約１，２５０ｐｐｍ、または約１，５００ｐｐｍ、またはそれらの
間の任意の量のエーテルアミンを含み得る。エーテルアミンが２つ以上の異なるエーテル
アミンを含む場合、エーテルアミンは、互いに対する任意の比で存在してもよい。例示的
な実施形態では、エーテルアミンは、組成物の第Ｉ部に提供される。
【００３０】
　本組成物は、約１０～１０，０００ｐｐｍ、または約２０～８，０００ｐｐｍ、または
約５０～６，０００ｐｐｍ、約５０～３，０００ｐｐｍ、約５０～１，５００ｐｐｍ、約
５０～１，０００ｐｍ、約２０～５００ｐｐｍ、または約５０～５，０００ｐｐｍの過酸
を含み得る。例えば、本組成物は、約１０ｐｐｍ、約２０ｐｐｍ、約３０ｐｐｍ、約４０
ｐｐｍ、約５０ｐｐｍ、約７５ｐｐｍ、約１００ｐｐｍ、約１２５ｐｐｍ、約１５０ｐｐ
ｍ、約２００ｐｐｍ、約２５０ｐｐｍ、約３００ｐｐｍ、約４００ｐｐｍ、約５００ｐｐ
ｍ、約７５０ｐｐｍ、約１，０００ｐｐｍ、約１，２５０ｐｐｍ、約１，５００ｐｐｍ、
約２，０００ｐｐｍ、約２，５００ｐｐｍ、約３，０００ｐｐｍ、約４，０００ｐｐｍ、
約５，０００ｐｐｍ、約７，５００ｐｐｍ、もしくは約１０，０００ｐｐｍ、またはこれ
らの間の任意の量の過酸を含み得る。過酸が２つ以上の異なる過酸を含む場合、過酸は、
互いに対する任意の比で存在してもよい。
【００３１】
　本組成物の例示の実施形態結果を以下の表２に示す。エーテルアミン及び過酸は、本組
成物の別個の部分に、例えば、それぞれ第Ｉ部及び第ＩＩ部に提供されてもよく、または
第Ｉ部及びＩＩ部の混合物として提供されてもよい。
【表２】

【００３２】
　好ましい実施形態では、本組成物は、約２５００ｐｐｍ以下のエーテルアミンと、約１
０００ｐｐｍ以下の過酸とを含む。別の好ましい実施形態では、本組成物は、約５０～１
０００ｐｐｍのエーテルアミンと、約２００～７５０ｐｐｍの過酸とを含む。
【００３３】
　一実施形態では、本組成物は、第Ｉ部及び第ＩＩ部を有する２部分型組成物を含む。第
Ｉ部及びＩＩ部は、使用前に溶媒で希釈され得る濃縮物として提供され得る。例えば、第
Ｉ部及びＩＩ部は、使用溶液（例えば、洗濯物を洗浄するための洗浄溶液、または織物も
しくは表面に適用されるスプレー）に、殺胞子効果を生み出すのに好適な量で添加される
、エーテルアミン及び過酸の濃縮溶液（それぞれ）であり得る。組成物（またはその一部
）　は、使用溶液を調製するために約１：１、約１：５、約１：１０、約１：１００、約
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１：１００～１：１，０００、約１：５００～１：２，０００、約１：１，０００～１：
１０，０００、約１：５，０００～１：１００，０００、または約１：１，０００～１：
１００，０００で希釈され得る濃縮物として提供されてもよい。第Ｉ部の濃縮溶液は、約
９５～１００重量％でエーテルアミン（エーテルアミンが大幅に希釈されることなく「未
希釈」で提供されるとき）を含み得るか、または約１～約２５重量％、約５～約２０重量
％、または約５～約１０重量％でエーテルアミンを含み得る。第ＩＩ部の濃縮溶液は、約
１～約３５重量％、約２～約２５重量％、約４～約２０重量％、または約５～約１５重量
％で過酸を含み得る。あるいは、過酸は、対応するカルボン酸を過酸化水素と混合し、混
合物を平衡化させることによって調製されてもよく、または好適なエステル等の前駆体か
ら調製されてもよい。これらのエーテルアミンは、一つ又は複数の異なるエーテルアミン
を含んでもよい。同様に、これら過酸は、一つ又は複数の異なる過酸を含んでもよい。濃
縮物を希釈するために好適な溶媒としては、水及び水性アルコールまたは他の好適な溶媒
等の水性溶媒が挙げられる。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、本組成物は、エーテルアミン、過酸、及び水、ならびに任意
選択で一つ又は複数の追加の構成成分の混合物である。例えば、混合物は、約１０～約１
，５００ｐｐｍ、約２０～約１，０００ｐｐｍ、約５０～約５００ｐｐｍ、または約７５
～約３００ｐｐｍのエーテルアミンと、約１０～約１，５００ｐｐｍ、約２０～約１，０
００ｐｐｍ、約５０～約５００ｐｐｍ、または約７５～約３００ｐｐｍの過酸とを含有し
得る。
【００３５】
追加の構成成分
　いくつかの実施形態では、本組成物は、洗濯用洗剤等の別の組成物に加えて使用溶液ま
たは洗浄溶液に添加される、ブースタ（例えば、洗濯ブースタ）として提供され得る。他
の実施形態では、本組成は、例えば、好適な界面活性剤及び他の構成成分を含む完全な洗
剤組成物として配合される。さらに他の実施形態では、本組成物は、異なる部分が同時に
または連続的に適用もしくは使用され得る多部分系の２つ以上の部分を含むことができる
。そのような多部分系は、完全な洗剤組成物を含み得るか、または他の構成成分と混合さ
れるように配合され、使用または洗浄溶液を提供する。
【００３６】
　本組成物は、任意の数の追加の薬剤またはアジュバントを含んでもよい。具体的には、
本組成物は、抗菌剤、界面活性剤、消泡剤、湿潤剤、相乗剤（活性成分にに対する共力剤
とも呼ばれる）、増粘剤、安定剤、向水性物質もしくはカップリング剤、美観向上剤（例
えば、着色剤、付臭剤、芳香剤、またはマスキング剤）、製造加工助剤、保存剤、または
トレーサのうちの一つ又は複数を含み得る。かかるアジュバントは、殺胞子性組成物と配
合されるか、または殺胞子性組成物の添加と同時に、または添加後に、系に添加され得る
。いくつかの実施形態では、本組成物は、洗濯で使用するために配合されており、本組成
物は、非刺激性構成成分を含むように配合され得る。いくつかの他の実施形態では、本組
成物は、食品接触表面で使用するために配合されており、本組成物は、食品グレードの構
成成分を含み得る。
【００３７】
　本組成物は、任意選択で、追加の抗菌剤を含んでもよい。追加の抗菌剤を、使用前に、
使用組成物に添加することができる。好適な抗菌剤の例としては、活性酸素化合物、ハロ
ゲン含有化合物、アミンもしくはヨンキュウアンモニウム化合物、スルホン酸、フェノー
ル誘導体等が挙げられる。一般的な活性酸素化合物としては、例えば、過酸化水素、過炭
酸塩、過ホウ酸塩等が挙げられる。抗細菌剤を含むハロゲンには、トリクロロイソシアヌ
ル酸ナトリウム、ジクロロイソシアン酸ナトリウム（無水または二水和物）、ヨード－ポ
リ（ビニルピロリジノン（ｖｉｎｙｌｐｙｒｏｌｉｄｉｎｏｎｅ））複合体、２－ブロモ
－２－ニトロプロパン－１，３－ジオール等の臭素化合物、及び第四級抗菌剤、例えば、
塩化ベンザルコニウム、ジデシルジメチルアンモニウムクロリド、二ヨウ化塩化コリン（
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ｃｈｏｌｉｎｅ　ｄｉｉｏｄｏｃｈｌｏｒｉｄｅ）、テトラメチルホスホニウムトリブロ
ミドが含まれる。アミンもしくは第四級アンモニウム化合物としては、例えば、アルキル
ジメチルベンジル塩化アンモニウム、ジアルキルジメチル塩化アンモニウム、及びＮ－ジ
アルキルエチルベンジル塩化アンモニウムが挙げられる。好適なスルホン酸は、例えば、
ドデシルベンゼンスルホン酸とすることができる。ｐフェノール抗菌剤としては、ペンタ
クロロフェノール、オルフェニルフェノール、クロロ－ｐ－ベンジルフェノール、ｐ－ク
ロロ－ｍ－キシレノールｔｅｒｔ－アミルフェノール、及びＣ１～Ｃ６アルキルヒドロキ
シベンゾエートが挙げられる。他の抗菌組成物には、ヘキサヒドロ－１，３，５－トリス
（２－ヒドロキシエチル）－ｓ－トリアジン、ジメチルジチオカルバミン酸ナトリウム等
のジチオカルバメートが含まれ、様々な他の物質が、それらの抗菌特性のために、当分野
で知られている。
【００３８】
　いくつかの実施形態では、抗菌構成成分は、本組成物の０．００１～２５重量％、約０
．０１～１５重量％、または約０．０５～約１０重量％の範囲で含まれ得る。
【００３９】
　本組成物は、一つ又は複数の界面活性剤を含んでもよい。好適な界面活性剤には、水溶
性もしくは水分散性非イオン性、アニオン性、カチオン性、両性、半極性非イオン性界面
活性剤、及び双性イオン性表面活性剤が挙げられる。いくつかの実施形態では、本組成物
は、低発泡性または非発泡性界面活性剤を含む。
【００４０】
　これらの一つ又は複数の界面活性剤は、任意の好適な濃度で本組成物中に添加され得る
。任意の荷電構成成分と同様に、溶解度に関する問題等の不用意な負の効果を引き起こさ
ないように注意を払うべきである。界面活性剤は、約１００～７０００ｐｐｍ、約２５０
～６５００ｐｐｍ、約４００～６０００ｐｐｍ、約６００～５５００ｐｐｍ、または約１
０００～５０００ｐｐｍの範囲の濃度で使用溶液中に存在することができる。本組成物中
の界面活性剤の量は、意図される希釈（もしあれば）及び最終用途に従って調整すること
ができる。例えば、典型的な洗濯用途では、使用溶液中の界面活性剤の量がより希釈され
、約２００～１２００ｐｐｍであってもよいが、一方で、典型的な硬質面洗浄用途では、
使用溶液中の界面活性剤の量は、約１５００～５０００ｐｐｍであってもよい。
【００４１】
非イオン性界面活性剤
　好適な非イオン性界面活性剤の例には、アルコキシル化界面活性剤が含まれる。好適な
アルコキシル化界面活性剤としては、アルコールエトキシレート、ＥＯ／ＰＯコポリマー
、末端処理ＥＯ／ＰＯコポリマー、アルコールアルコキシレート、末端処理アルコールア
ルコキシレート、それらの混合物等が挙げられる。溶媒としての使用のための好適なアル
コキシル化界面活性剤としては、ＥＯ／ＰＯブロックコポリマー、例えば、Ｐｌｕｒｏｎ
ｉｃ及び逆Ｐｌｕｒｏｎｉｃ界面活性剤、アルコールアルコキシレート、例えば、Ｄｅｈ
ｙｐｏｎ　ＬＳ－５４（Ｒ－（ＥＯ）５（ＰＯ）４）及びＤｅｈｙｐｏｎ　ＬＳ－３６（
Ｒ－（ＥＯ）３（ＰＯ）６）、ならびに末端処理アルコールアルコキシレート、例えば、
Ｐｌｕｒａｆａｃ　ＬＦ２２１及びＴｅｇｏｔｅｎ　ＥＣ１１、それらの混合物等が挙げ
られる。溶媒として使用される場合、非イオン性界面活性剤等の界面活性剤は、界面活性
剤として従来用いられるものより高い濃度であり得る。
【００４２】
カチオン性界面活性剤
　表面活性物質は、分子のヒドロトロープ部分上の電荷が正である場合、カチオン性と分
類される。理論上、カチオン性界面活性剤は、「オニウム」構造ＲｎＸ＋Ｙ－－を含む要
素の任意の組み合わせから合成され得、リン（ホスホニウム）及び硫黄（スルホニウム）
等の窒素（アンモニウム）以外の化合物を含み得る。実際には、カチオン性界面活性剤の
分野では、窒素含有化合物が優位を占めている。カチオン性界面活性剤は、好ましくは、
少なくとも１つの長い炭素鎖疎水性基及び少なくとも１つの正電荷を帯びたイオンを含有
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する化合物を含む。
【００４３】
　好適なカチオン性界面活性剤の例としては、第四級アンモニウム塩が、例えば、アルキ
ルジメチルベンジル塩化アンモニウム（ＡＤＢＡＣ）もしくはジアルキルジメチル塩化ア
ンモニウム（ＤＡＤＭＡＣ）、及びｎ－テトラデシルジメチルベンジル塩化アンモニウム
一水和物等のアルキル第四級塩化アンモニウム界面活性剤、及びジメチル－１－ナフチル
メチル塩化アンモニウム等のナフチレン置換第四級塩化アンモニウム；アミン、例えばア
ルキルもしくはアルケニル鎖を有する第一級、第二級、及び第三級モノアミン、エトキシ
ル化アルキルアミン、エチレンジアミンのアルコキシレート、１－（２－ヒドロキシエチ
ル）－２－イミダゾリン、２－アルキル－１－（２－ヒドロキシエチル）－２－イミダゾ
リン等が挙げられる。
【００４４】
アニオン性界面活性剤
　好適なアニオン性界面活性剤としては、スルホン酸ならびにそれらの塩（スルホン酸塩
）、リン酸エステル、カルボキシレート、これらの混合物等が挙げられる。当業者であれ
ば、アニオン性界面活性剤とエーテルアミン等の他の荷電界面活性剤との間の意図しない
反応を引き起こすことを回避する必要性を認識するであろうし、アニオン性界面活性剤の
量は、そのような他の荷電界面活性剤の量と平衡化する必要があることを認識するであろ
う。好ましくは、使用溶液中のアニオン性界面活性剤の濃度は、０ｐｐｍ～６００ｐｐｍ
、または約１０ｐｐｍ～５００ｐｐｍ、または約２０ｐｐｍ～２００ｐｐｍの範囲にある
。例えば、使用溶液は、最大で５００ｐｐｍ、４００ｐｐｍ、３００ｐｐｍ、２５０ｐｐ
ｍ、または２００ｐｐｍのアニオン性界面活性剤を含んでもよい。
【００４５】
　本組成物における使用に好適なアニオン性スルフェート界面活性剤としては、アルキル
エーテルスルフェート、アルキルスルフェート、直鎖及び分岐鎖第一級及び第二級アルキ
ルスルフェート、アルキルエトキシスルフェート、脂肪オレイルグリセロールスルフェー
ト、アルキルフェノールエチレンオキシドエーテルスルフェート、Ｃ５～Ｃ１７アシル－
Ｎ－（Ｃ１～Ｃ４アルキル）及び－Ｎ－（Ｃ１～Ｃ２ヒドロキシアルキル）グルカミンス
ルフェート、ならびにアルキル多糖類のスルフェート、例えば、アルキルポリグルコシド
のスルフェート等が挙げられる。
【００４６】
　本発明における使用に好適なアニオン性カルボキシレート界面活性剤としては、カルボ
ン酸（及び塩）、例えば、アルカン酸（及びアルカノエート）、エステルカルボン酸（例
えば、コハク酸アルキル）、エーテルカルボン酸等が挙げられる。かかるカルボキシレー
トとしては、アルキルエトキシカルボキシレート、アルキルアリールエトキシカルボキシ
レート、アルキルポリエトキシポリカルボキシレート界面活性剤、及び石鹸（例えば、ア
ルキルカルボキシル）が挙げられる。本組成物において有用な第二級カルボキシレートと
しては、第二級炭素に接続されたカルボキシル単位を含有するものが挙げられる。好適な
カルボキシレートとしてはまた、アシルアミノ酸（及び塩）、例えば、アシルグルタメー
ト、アシルペプチド、サルコシネート（例えば、Ｎ－アシルサルコシネート）、タウレー
ト（例えば、Ｎ－アシルタウレート、及びメチルタウリド（ｍｅｔｈｙｌ　ｔａｕｒｉｄ
ｅ）の脂肪酸アミド）等が挙げられる。
【００４７】
半極性非イオン性界面活性剤
　本組成物は、一つ又は複数の半極性非イオン性界面活性剤をさらに含んでもよい。好適
な半極性非イオン性界面活性剤としては、例えば、ホスフィンオキシド、スルホキシド、
及びそれらのアルコキシル化誘導体が挙げられる。
【００４８】
両性界面活性剤
　両性（Ａｍｐｈｏｔｅｒｉｃ）または両性（ａｍｐｈｏｌｙｔｉｃ）界面活性剤は、塩
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基性親水性基及び酸性親水性基の両方、ならびに有機疎水性基を含有する。これらのイオ
ン性実体は、他の種類の界面活性剤に含まれるアニオン性基またはカチオン性基と同様で
あり得る。両性界面活性剤における典型的な官能基には、塩基性の窒素基及び酸性のカル
ボキシレート基が含まれる。いくつかの両性界面活性剤において、負電荷は、スルホネー
ト、スルフェート、ホスホネート、またはホスフェート基によって提供される。
【００４９】
　両性界面活性剤は、脂肪族ラジカルが直鎖であっても分岐鎖であってもよく、かつ脂肪
族置換基のうちの１つが約８～１８個の炭素原子を含有し、１つが、アニオン性水溶化基
、例えば、カルボキシ、スルホ、スルファト（ｓｕｌｆａｔｏ）、ホスファト、またはホ
スホノを含有する、脂肪族第二級アミン及び脂肪族第三級アミンの誘導体であると広く説
明され得る。両性界面活性剤は、当業者に既知であり、「Ｓｕｒｆａｃｔａｎｔ　Ｅｎｃ
ｙｃｌｏｐｅｄｉａ」Ｃｏｓｍｅｔｉｃｓ＆Ｔｏｉｌｅｔｒｉｅｓ，Ｖｏｌ．１０４（２
）６９－７１（１９８９）に記載されている、２つの主なクラスに細分される。第１のク
ラスには、アシル／ジアルキルエチレンジアミン誘導体（例えば２－アルキルヒドロキシ
エチルイミダゾリン誘導体）及びそれらの塩が含まれる。第２のクラスには、Ｎ－アルキ
ルアミノ酸及びそれらの塩が含まれる。いくつかの両性界面活性剤は、両方のクラスに当
てはまることが想定され得る。
【００５０】
双性イオン性界面活性剤
　双性イオン性界面活性剤は、両性界面活性剤のサブセットと捉えられ得、アニオン電荷
を含み得る。双性イオン性界面活性剤は、第二級及び第三級アミンの誘導体、複素環式の
第二級及び第三級アミンの誘導体、または第四級アンモニウム、第四級ホスホニウム、も
しくは第三級スルホニウム化合物の誘導体と広く説明され得る。典型的には、双性イオン
性界面活性剤は、正電荷を持つ第四級アンモニウム、または場合によりスルホニウムもし
くはホスホニウムイオンと、負電荷を持つカルボキシル基と、アルキル基とを含む。双性
イオンは、一般に、分子の等電領域でほぼ等しい度合いまでイオン化し、正電荷－負電荷
中心の間に強い「分子内塩」引力を発生し得るカチオン及びアニオン基を含有する。その
ような双性イオン性の合成界面活性剤の例としては、脂肪族ラジカルが直鎖であっても分
岐鎖であってもよく、脂肪族置換基のうちの１つが８～１８個の炭素原子を含有し、１つ
がアニオン性水溶化基、例えば、カルボキシ、スルホネート、サルフェート、ホスフェー
ト、またはホスホネートを含有する、脂肪族第四級アンモニウム、ホスホニウム、及びス
ルホニウム化合物の誘導体が挙げられる。ベタイン及びスルタイン界面活性剤が、本明細
書で使用するための、例となる双性イオン界面活性剤である。
【００５１】
　本組成物は、一つ又は複数の消泡剤を含んでもよい。好適な消泡剤としては、例えば、
シリコーン、脂肪族酸またはエステル；アルコール；スルフェートまたはスルホネート；
アミンまたはアミド；植物油、ワックス、鉱物油、及びそれらの硫酸化誘導体；アルカリ
、アルカリ土類金属石鹸等の脂肪酸石鹸；ならびにそれらの混合物が挙げられる。好適な
シリコーン消泡剤の例としては、ジメチルシリコーン、グリコールポリシロキサン、メチ
ルフェノールポリシロキサン、トリアルキルもしくはテトラアルキルシラン、及び疎水性
シリカ消泡剤が挙げられる。消泡剤は、約０．０１重量％～５重量％、約０．０１重量％
～２重量％、または約０．０１重量％～約１重量％の濃度範囲で存在することができる。
【００５２】
　本組成物は、一つ又は複数の湿潤剤を含んでもよい。湿潤剤は、殺芽胞剤組成物の表面
接触または浸透活性を高めるように機能する。
【００５３】
　本組成物は、一つ又は複数の湿潤剤を含んでもよい。好適な増粘剤としては、例えば、
無機増粘剤、有機増粘剤、オリゴマー増粘剤、会合性増粘剤が挙げられる。これらには、
キサンタンガム、グアーガム、または植物粘質物からの他のガム等の天然ガム；変性セル
ロース誘導体；オリゴマー有機増粘剤；及びペクチン等のヒドロコロイド増粘剤；及び無
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機ケイ酸塩ならびにクレイが含まれ得る。一実施形態では、増粘剤は、物体の表面上に汚
染残留物を残すことはない。増粘剤またはゲル化剤は、接触領域において食品または他の
感受性製品と適合性であり得る。概して、本組成物で用いられる増粘剤の濃度は、最終組
成物または使用溶液の所望の粘度により決定付けられるであろう。しかしながら、一般的
な指針として、本組成物での使用に好適な増粘剤の量は、約０．１重量％～約１．５重量
％、約０．１重量％～約１重量％、または約０．１重量％～約０．５重量％の範囲である
。
【００５４】
　本組成物は、任意選択で、凝固剤を用いることによって、固体（例えば、鋳造またはプ
レスされたブロック、粉末、顆粒化粉末）として配合され得る。例示的な実施形態では、
本組成物は、洗剤と共にブロック形態で配合される。好適な凝固剤としては、固体ポリエ
チレングリコール（ＰＥＧ）、固体ポリプロピレングリコール、固体ＥＯ／ＰＯブロック
コポリマー、アミド、尿素（カルバミドとしても知られる）、非イオン性界面活性剤（カ
プラーとして用いることができる）、水溶性にされたデンプン（例えば、酸またはアルカ
リ処理プロセスによって）、水溶性にされたセルロース、無機剤、ポリ（無水マレイン酸
／メチルビニルエーテル）、ポリメタクリル酸、高い融点を有する他の概して官能性また
は不活性物質、それらの混合物等が挙げられる。
【００５５】
　例示的なグリコール凝固剤としては、例えば、約１，４００～約３０，０００の分子量
を有し得る、ポリエチレングリコールまたは固体ポリプロピレングリコールが挙げられる
。ある特定の実施形態では、凝固剤には、固体ＰＥＧ、例えばＰＥＧ　１５００からＰＥ
Ｇ　２０，０００までが含まれるか、またはこれらである。ある特定の実施形態では、Ｐ
ＥＧには、ＰＥＧ　１４５０、ＰＥＧ　３３５０、ＰＥＧ　４５００、ＰＥＧ　８０００
、ＰＥＧ　２０，０００等が含まれる。好適な固体ポリエチレングリコールは、例えば、
ＣＡＲＢＯＷＡＸ（登録商標）の商品名でＵｎｉｏｎ　Ｃａｒｂｉｄｅから市販されてい
る。
【００５６】
　例示的なアミド凝固剤としては、ステアリン酸モノエタノールアミド（ｓｔｅａｒｉｃ
　ｍｏｎｏｅｔｈａｎｏｌａｍｉｄｅ）、ラウリン酸ジエタノールアミド、ステアリン酸
ジエタノールアミド、ステアリン酸モノエタノールアミド（ｓｔｅａｒｉｃ　ｍｏｎｏｅ
ｔｈａｎｏｌ　ａｍｉｄｅ）、ココジエチレンアミド、アルキルアミド、それらの混合物
等が挙げられる。
【００５７】
　例示的な非イオン性界面活性剤凝固剤としては、ノニルフェニルエトキシレート、線状
アルキルアルコールエトキシレート、エチレンオキシド／プロピレンオキシドブロックコ
ポリマー、それらの混合物等が挙げられる。例示的なエチレンオキシド／プロピレンオキ
シドブロックコポリマーとしてはＰｌｕｒｏｎｉｃの商標名で販売されるものが挙げられ
（例えば、Ｐｌｕｒｏｎｉｃ　１０８及びＰｌｕｒｏｎｉｃ　Ｆ６８）、ＢＡＳＦ　Ｃｏ
ｒｐｏｒａｔｉｏｎから市販されている。いくつかの実施形態では、非イオン性界面活性
剤は、室温、または本組成物が貯蔵もしくは使用される温度で固体であるように選択する
ことができる。他の実施形態では、非イオン性界面活性剤は、カップリング剤との組み合
わせにおいて低減した水溶解度を有するように選択することができる。非イオン性界面活
性剤凝固剤と共に用いることができる好適なカプラーとしては、プロピレングリコール、
ポリエチレングリコール、それらの混合物等が挙げられる。
【００５８】
　例示的な無機凝固剤としては、リン酸塩（例えば、アルカリ金属リン酸塩）、硫酸塩（
例えば、硫酸マグネシウム、硫酸ナトリウム、または重硫酸ナトリウム）、酢酸塩（例え
ば、無水酢酸ナトリウム）、ホウ酸塩（例えば、ホウ酸ナトリウム）、ケイ酸塩（例えば
、沈殿または煙霧形態）（例えば、Ｄｅｇｕｓｓａから入手可能なＳｉｐｅｒｎａｔ　５
０（登録商標））、炭酸塩（例えば、炭酸カルシウムまたは炭酸塩水和物）、他の既知の
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水和可能な（ｈｙｄｒａｔａｂｌｅ）化合物、それらの混合物等が挙げられる。一実施形
態では、無機凝固剤には、有機ホスホン酸塩化合物及び炭酸塩、例えばＥ－Ｆｏｒｍ組成
物等が挙げられる。
【００５９】
　いくつかの実施形態では、本組成物は、必要な度合いの凝固及び水溶解度をもたらす、
任意の薬剤または薬剤の組み合わせを含む。他の実施形態では、本組成物において凝固剤
の濃度を増加させることは、本組成物の硬度を増加させる傾向があり得る。さらに他の実
施形態では、凝固剤の濃度を減少させることは、濃縮組成物を緩めるか、または軟化させ
る傾向があり得る。
【００６０】
　本組成物は、例えば、本組成物中で過酸及び過酸化水素を安定化させ、成分の早期分解
を防止するために、一つ又は複数の安定剤を含んでもよい。
【００６１】
　好適な安定剤には、キレート剤または封鎖剤が含まれる。好適な薬剤としては、溶液中
の金属イオン、特に遷移金属イオンを封鎖する有機キレート剤が含まれる。例えば、好適
な薬剤には、（酸もしくは可溶性塩のいずれかの形態の）有機アミノ－もしくはヒドロキ
シ－ポリホスホン酸錯化剤、カルボン酸（例えば、ポリマーポリカルボン酸塩）、ヒドロ
キシカルボン酸、またはアミノカルボン酸が含まれる。
【００６２】
　金属イオン封鎖剤は、ホスホン酸もしくはホスホネート塩であり得るか、またはそれを
含み得る。好適なホスホン酸及びホスホネート塩には、１－ヒドロキシエチリデン－１，
１－ジホスホン酸（ＨＥＤＰ）；エチレンジアミンテトラキスメチレンホスホン酸（ＥＤ
ＴＭＰ）；ジエチレントリアミンペンタキスメチレンホスホン酸（ＤＴＰＭＰ）；シクロ
ヘキサン－１，２－テトラメチレンホスホン酸；アミノ［トリ（メチレンホスホン酸）］
；（エチレンジアミン［テトラメチレン－ホスホン酸）］；２－ホスフェンブタン－１，
２，４－トリカルボン酸；またはそれらの塩、例えば、アルカリ金属塩、アンモニウム塩
、もしくはモノ、ジ、もしくはテトラ－エタノールアミン塩等のアルキロイルアミン塩；
またはそれらの混合物が含まれる。
【００６３】
　市販のキレート剤としては、商標名ＤＥＱＵＥＳＴで販売されるホスホン酸塩（Ｍｏｎ
ｓａｎｔｏ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｃｏ．，Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，
ＭＯから入手可能）、例えば、１－ヒドロキシエチリデン－１，１－ジホスホン酸（ＤＥ
ＱＵＥＳＴ（登録商標）２０１０）；アミノ（トリ（メチレンホスホン酸））（ＤＥＱＵ
ＥＳＴ（登録商標）２０００）；エチレンジアミン＼［テトラ（メチレンホスホン酸）］
（ＤＥＱＵＥＳＴ（登録商標）２０４１）；及び２－ホスホノブタン－１，２，４－トリ
カルボン酸（例えば、ドイツ、ＬｅｖｅｒｋｕｓｅｎのＬａｎｘｅｓｓ　ＧｍｂＨから入
手可能なＢＡＹＨＩＢＩＴ（登録商標）ＡＭ）が挙げられる。
【００６４】
　いくつかの実施形態では、本組成物は、約０．０１～３（例えば、２．５）重量％、約
０．０１～２（例えば、２．５）重量％、または約０．０１～１．５重量％で安定剤を含
む。
【００６５】
　本組成物は、一つ又は複数のヒドロトープ（カップリング剤とも称される）を含んでも
よい。ヒドロトロープは、水溶液中の有機及び無機物質の混和性、溶解性または相安定性
を増大させ得るために、カルボン酸またはペルオキシカルボン酸を含有する組成物におい
て有用であり得る。ヒドロトロープは、組成物の長期的な物理的安定性及び／または均一
性を促進し得る。
【００６６】
　好適なヒドロトロープの例としては、非水性液体担体または溶媒が挙げられる。好適な
溶媒としては、酸化プロピレングリコールエーテル（例えば、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
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，Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩから入手可能なＤＯＷＡＮＯＬ（登録商標）Ｐシリーズ）または
エチレンオキシドベースのグリコールエーテルが挙げられる。好適なプロピレンオキシド
グリコールとしては、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌにより商標名ＤＯＷＡＮＯＬ　ＤＰｎＢ
で販売されているジプロピレングリコールｎ－プロピルエーテルが挙げられる。
【００６７】
　安定化ヒドロトロープまたはカップリング剤は、例えば、約０．０１～５重量％、約０
．０５～４重量％、または約０．０５～３重量－％で本組成物中に存在することができる
。
【００６８】
　本組成物のｐＨは、最適な殺胞子性、抗菌性、及び／または洗浄性活性をもたらすよう
に調整され得る。ｐＨは、洗濯または表面もしくは物体を洗浄するための使用等、意図さ
れる使用のためにさらに調整されてもよい。
【００６９】
　例えば、本組成物が洗濯用途で使用され、アミンが洗濯物に最初に添加される（組成物
の第Ｉ部として）実施形態では、洗浄溶液のｐＨは、約７～１２、または約９～１１のｐ
Ｈに調整されてもよい。溶液のｐＨは、水硬度及び組成物（例えば、組成物の第Ｉ部）に
含まれる他の構成成分等の様々な要因に基づいて最適化されてもよく、または本組成物が
添加されると、洗浄溶液中に存在し得る洗濯洗剤に含まれてもよい。過酸が洗浄溶液に添
加される場合、洗浄溶液のｐＨが低下し、中性または酸性になり得る。例えば、過酸が添
加されると、洗浄溶液のｐＨは、過酸を添加する前に、洗浄溶液のｐＨがどれほどであっ
たかに応じて、約３～約９、約４～約８、または約４～約６であってもよい。洗浄溶液の
ｐＨが過酸を添加する前に上昇した場合、例えば、約１０～約１１になった場合、過酸組
成物の添加（例えば、組成物の第ＩＩ部）ｐＨを約７～８に低下させてもよい。
【００７０】
　本組成物が表面、例えば硬質面、半硬質面（例えば、木材もしくは織物で覆われた表面
）、または医療用器具もしくは歯科用器具等を浄化するため使用される一実施形態では、
本組成物のｐＨは、約３～約１０．５、約３．５～約１０、または約４～約９であっても
よい。
【００７１】
　好適なｐＨ改質剤には、塩基及び酸が含まれる。塩基の例としては、アルカリ金属水酸
化物（例えば、水酸化ナトリウムまたは水酸化カリウム）、アミン、炭酸塩、重炭酸塩、
及びケイ酸塩が挙げられる。酸の例としては、カルボン酸等の有機酸、及び無機酸が挙げ
られる。
【００７２】
　本組成物は、任意選択で、緩衝液を含み得る。好適な緩衝液の例には、リン酸塩、炭酸
塩、重炭酸塩、及びクエン酸塩が挙げられる。例示的なリン酸塩としては、無水リン酸一
、リン酸二、またはリン酸三ナトリウム、トリポリリン酸ナトリウム、ピロリン酸四ナト
リウム及びピロリン酸四カリウムが挙げられる。例示的な炭酸塩としては、炭酸ナトリウ
ム、炭酸カリウム、及びセスキ炭酸塩が挙げられる。例示的なクエン酸塩としては、クエ
ン酸ナトリウムまたはクエン酸カリウムが挙げられる。
【００７３】
　本組成物は、任意選択で、染料もしくは顔料、または香料が挙げられるが、これらに限
定されない一つ又は複数の追加の機能性成分を含んでもよい。
【００７４】
染料、顔料、及び香料
　様々な染料、色素、香料、及び他の美観向上剤（ａｅｓｔｈｅｔｉｃ　ｅｎｈａｎｃｉ
ｎｇ　ａｇｅｎｔ）が、任意選択により本組成物中に含まれてもよい。組成物の外観を変
化させるために、染料、例えば、Ｄｉｒｅｃｔ　Ｂｌｕｅ　８６（Ｍｉｌｅｓ）、Ｆａｓ
ｔｕｓｏｌ　Ｂｌｕｅ（Ｍｏｂａｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｒｐ．）、Ａｃｉｄ　Ｏｒ
ａｎｇｅ　７（Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｃｙａｎａｍｉｄ）、Ｂａｓｉｃ　Ｖｉｏｌｅｔ　１
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０（Ｓａｎｄｏｚ）、Ａｃｉｄ　Ｙｅｌｌｏｗ　２３（ＧＡＦ）、Ａｃｉｄ　Ｙｅｌｌｏ
ｗ　１７（Ｓｉｇｍａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）、Ｓａｐ　Ｇｒｅｅｎ（Ｋｅｙｓｔｏｎ　Ａ
ｎａｌｉｎｅ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）、Ｍｅｔａｎｉｌ　Ｙｅｌｌｏｗ（Ｋｅｙｓ
ｔｏｎｅ　Ａｎａｌｉｎｅ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）、Ａｃｉｄ　Ｂｌｕｅ　９（Ｈ
ｉｌｔｏｎ　Ｄａｖｉｓ）、Ｓａｎｄｏｌａｎ　Ｂｌｕｅ／Ａｃｉｄ　Ｂｌｕｅ　１８２
（Ｓａｎｄｏｚ）、Ｈｉｓｏｌ　Ｆａｓｔ　Ｒｅｄ（Ｃａｐｉｔｏｌ　Ｃｏｌｏｒ　ａｎ
ｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）、Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｉｎ（Ｃａｐｉｔｏｌ　Ｃｏｌｏｒ　ａｎ
ｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）、Ａｃｉｄ　Ｇｒｅｅｎ　２５（Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙ）等が含
まれ得る。本組成物中に含まれ得る芳香剤または香料としては、例えば、シトロネロール
等のテルペノイド、アミルシンナムアルデヒド等のアルデヒド、ＣＩＳ－ジャスミンまた
はジャスマール（ｊａｓｍａｌ）等のジャスミン、ＳＺ－６９２９（Ｓｏｚｉｏ　Ｆｒａ
ｇｒａｎｃｅから市販されている）、バニリン等が挙げられる。
【００７５】
　一実施形態では、本組成物は、スプレーボトルに提供され、噴霧により適用される。例
えば、本組成物は、図１に示される２チャンバ式スプレーボトル１に提供されてもよく、
第Ｉ部は、第１のチャンバ１１内にあり、及び第ＩＩ部は、第２のチャンバ１２内にある
。第Ｉ部及びＩＩ部は、本組成物がスプレーボトル１から噴霧される適用時に混合される
。スプレーボトル１は、部分が所望の比で混合されることを可能にする調整可能な混合ア
センブリ１４を含んでもよい。１つの例示の実施形態では、本組成物は、２チャンバを有
するスプレーボトル及び両方のチャンバと流体連通する調整可能なスプレーアセンブリを
含むキットとして提供され、第Ｉ部は、２つのチャンバのうちの１つに収容され、水中で
約１０～約２，０００ｐｐｍのエーテルアミンを含み、第ＩＩ部は、２つのチャンバのう
ちの別のチャンバに収容され、水中で約１０～約２，０００ｐｐｍの過カルボン酸を含む
。
【００７６】
組成物の使用方法
　開示される組成物は、織物の洗濯、ならびに表面、例えば、硬質面、半硬質面（例えば
、木材または織物で被覆された表面）、家具、装置、及び器具、例えば、医療用器具及び
歯科用器具の洗浄における使用に特に好適である。医療用器具としては、例えば、外科用
器具及び内視鏡器具が挙げられる。本組成物は、所望の最終用途を念頭に置いて配合され
得る。
【００７７】
　本組成物は、約１０℃～約９９℃、約１５℃～約９０℃、約２０℃～約８０℃、約２５
℃～約７０°Ｆ等の室温または、それより高いか低い温度で使用することができる。いく
つかの例では、本組成物は室温、例えば約１８℃～約３０℃、または約１８℃～約２６℃
で使用される。いくつかの他の例では、本組成物は、約４０℃、約５０℃、または約６０
℃等の高温で使用される。本組成物の有効性は、高温で増加し得る。
【００７８】
　洗濯用途では、本組成物は、構成成分を別個に（同時にまたは連続的に）投入すること
によって、または構成成分の混合物を投入することによってのいずれかで、洗浄水に直接
提供することができる。本組成物は、濃縮物として、または希釈された使用溶液として投
入することができる。本組成物は、洗浄溶液を織物上に適用する前もしくはその後に洗浄
溶液に投入されてもよく、または織物上に直接適用することができる。本組成物は、前処
理として、または後処理として（例えば、濯ぎとして）使用してもよい。本組成物はまた
、洗剤組成物として配合されるか、または洗剤組成物と同時に使用することができる。
【００７９】
　実施形態によれば、エーテルアミン構成成分及び過酸構成成分の投入量順序は、一部に
は、構成成分の濃度に基づいて変化することができる。「投入量」という用語は、使用溶
液（例えば、洗浄溶液）中の構成成分の最終濃度を指すように、本明細書で使用される。
いくつかの実施形態では、エーテルアミンの投入量が約２，０００ｐｐｍ以下（例えば、
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約１０ｐｐｍ～２，０００ｐｐｍ）であり、かつ過酸の投入量が、約２，０００ｐｐｍ以
下（例えば約１０ｐｐｍ～２，０００ｐｐｍ）であるとき、構成成分は同時に投入するこ
とができる。ある特定の他の実施形態では、エーテルアミンの投入量が約２，０００ｐｐ
ｍを超えるとき（例えば、約２，０００～１０，０００ｐｐｍ）、構成成分は逐次的に投
入される。例えば、いくつかの実施形態では、エーテルアミン構成成分が、先ず第１の洗
浄溶液に投入され、第１の洗浄溶液が織物に適用され、第１の洗浄溶液が排液され、次い
で過酸組成物が、第２の洗浄溶液に適用され、これが織物に適用される。第２の洗浄溶液
を排液した後に、織物は濯がれるか、または別の洗浄サイクル（任意選択で、洗剤組成物
を用いて）を受ける。当業者であれば、本明細書に開示される方法の実施形態が、より複
雑な投入配列順も包含することが理解されよう。例えば、構成成分のそれぞれを、任意に
異なる濃度で２回以上投入し、投入の順序を変化させることを含む、より連続したステッ
プを本方法に追加することができる。
【００８０】
　いくつかの実施形態によれば、本組成物は、食品取り扱い面（例えば、調理台、食品取
り扱い器具ならびに台所用具）、一般的な家屋の表面（例えば、床、壁、天井、家具の外
部等）、または設備表面（例えば、医療機器、製造機器、処理設備等）等の表面を処置す
るために使用することができる。組成物は、例えば、噴霧、注入、滴下、ワイプ、またモ
ップ掛け等任意の好適な方法によって処置される表面に適用することができる。本組成物
は、例えば、すぐに使用可能なスプレーまたはクリーニングワイプとして提供することが
できる。一実施形態では、本組成物は、エーテルアミン及び過酸を含む混合物として表面
に適用される。別の実施形態では、本組成物は、２部分型組成物であり、第Ｉ部が先ず表
面に適用され、２番目に第ＩＩ部が適用される。２部分組成物はまた、表面または物体へ
の適用前に、第Ｉ部と第ＩＩ部とを一緒に混合することによって使用することができる。
【実施例】
【００８１】
　様々な組成物を調製し、綿布地及びガラス表面からの微生物胞子の除去について試験し
た。実験条件及び結果を、以下の実施例において詳述する。
【００８２】
実施例１
　エーテルアミンの水溶液（第Ｉ部）及び過酸の水溶液（部第ＩＩ部）を調製した。エー
テルアミン（オクチル／デシルオキシプロピル－１，３－ジアミノプロパン）溶液（第Ｉ
部）を脱イオン水中で調製し、グリコール酸を用いて、ｐＨを９．０に調整した。ＴＯＭ
ＡＭＩＮＥ　ＤＡ１２１４をエーテルアミンとして用いた。ＴＯＭＡＭＩＮＥ　ＤＡ１２
１４は、約５０～６０重量％の１，３－プロパンジアミン、すなわちＮ－＼［３－（オク
チルオキシ）プロピル］、及び約３５～４０重量％の１，３－プロパンジアミン、すなわ
ちＮ－＼［３－（デシルオキシ）プロピル］を含有し、Ａｌｌｅｎｔｏｗｎ，ＰＡのＡｉ
ｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．から入手可能である。過
酸（過酢酸）溶液（第ＩＩ部）を、Ｓｔ　Ｐａｕｌ，ＭＮのＥｃｏｌａｂ　Ｉｎｃ．から
入手可能な、ＴＳＵＮＡＭＩ（登録商標）１００（１５％の過酢酸）から調製した。
【００８３】
　布地布見本（５ｍｍ×５ｍｍ）に、Ｃ．Ｄｉｆｆ．ＡＡＴＣＣ　４３５９８を３５℃で
４８時間接種した。接種後、布地見本を組成物の第Ｉ部を含む第１の溶液で第１の暴露時
間にわたって５０℃で処置し、第１の溶液から無菌鉗子で取り出し、すぐに、組成物の第
ＩＩ部を含む第２の溶液中に移し、第２の曝露時間にわたって処置した。比較処置では、
水だけを含む溶液を使用した。処置後、生存胞子の数を評価した。胞子の対数減少を比較
処置（水のみ）と比べた。
【００８４】
　実施例１において、第１の暴露時間は１０分（第Ｉ部）であって、第２の暴露時間は５
分であった（第ＩＩ部）。
【００８５】
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　３つの実験を行った。結果を以下の表３Ａ～３Ｃに示す。
【表３Ａ】

【表３Ｂ】

【表３Ｃ】

【００８６】
　処置（エーテルアミンまたは過酸）のいずれか１つの単独では、胞子の大幅な減少はも
たらさないことが留意された。５０００ｐｐｍの濃度のエーテルアミンは、０．２７の対
数減少を達成し、３００ｐｐｍの過酸は、１．０２（表３Ａ）及び０．６９（表３Ｃ）の
対数減少を達成し、５００ｐｐｍの過酸は、３．１５の対数減少を達成した。第Ｉ部及び
第ＩＩ部を別個に適用することが、大幅な対数減少を達成する相乗効果をもたらすことが
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さらに留意された。しかしながら、３００ｐｐｍの過酸を伴う高濃度（５０００ｐｐｍ）
のエーテルアミンは、低濃度の場合よりも低い対数減少をもたらした（表３Ａの２．２３
及び表３Ｂの１．６２）。相乗効果は、５０００ｐｐｍ未満のエーテルアミンの濃度で最
も強力であった。
【００８７】
　理論に束縛されるものではないが、高濃度（５０００ｐｐｍ）エーテルアミンの適用が
、布地見本上に残留エーテルアミンを残し、見本が第２の溶液に移されると、残留エーテ
ルアミンが、過酸と拮抗的に反応すると仮定された。
【００８８】
実施例２
　実験の第１の部分において、実施例１に関して上述下処置を、ガラス四角片（５ｍｍ×
５ｍｍ）に適用し、第１の暴露時間は１０分であり（第Ｉ部）、第２の暴露時間は５分で
あった（第ＩＩ部）。実験の第２の部分において、処置の前に、エーテルアミンと過酸と
を一緒に混合し、暴露時間は１５分であった。実験の第１の部分の結果を表４Ａに示し、
実験の第２の部分を表４Ｂに示す。
【表４Ａ】

【表４Ｂ】

【００８９】
　第Ｉ部及び第ＩＩ部による連続的処置は、ガラス四角片から実質的に全ての胞子の排除
をもたらした。これとは対照的に、エーテルアミン及び過酸を一緒に混合したとき、胞子
の減少はほとんど達成しなかった。
【００９０】
　理論に束縛されるものではないが、エーテルアミン及び過酸は、一緒に混合されると、
互いに対して拮抗的に作用し、したがって、胞子に対して作用することを妨害する。
【００９１】
実施例３
　実施例２に記載の処置を、室温（「ＲＴ」、およそ２３℃）で繰り返した。第Ｉ部を、
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エーテルアミンＤＡ－１２１４を用いて調製し、第ＩＩ部をペルオキシ酢酸を用いて調製
した。暴露時間は、第Ｉ部については１０分であり、第ＩＩ部については５分であった。
結果を以下の表５に示す。
【表５】

【００９２】
　エーテルアミン処置を過酸に付加することにより、室温であっても、対数減少を改善す
ることを観察した。
【００９３】
実施例４
　低濃度（１００ｐｐｍ）のエーテルアミン及び過酸による連続的及び同時処置を、布地
四角片で試験した。布地四角片は、エーテルアミン及び過酸を処置前に混合し、暴露時間
が５分であったことを除いては、１０分（第Ｉ部）及び５分（第ＩＩ部）の処置時間で、
実施例１の場合のように処置した。
【００９４】
　結果を以下の表６に示す。

【表６】

【００９５】
　連続的及び同時処置の対数減少は、非常に類似した。エーテルアミンの濃度が比較的低
く保たれる限り、構成成分（第Ｉ部及び第ＩＩ部）は、効率の大幅な損失を伴わずに、処
置中に一緒に混合することができると結論付けられた。
【００９６】
実施例５
　種々のエーテルアミンを、布地見本からの細菌胞子の根絶におけるそれらの効率につい
て試験した。布地見本は、洗濯殺菌剤及び消毒剤を評価するためのＡＳＴＭプロトコル（
ＡＳＴＭ　Ｅ２２７４－０９）に従って処置した。ＡＳＴＭプロトコルは、織物を選択す
るためのより現実的な条件を提供しており、ここでは試験される織物は、洗浄溶液への曝
露を少なくすることにより、組成物の布地に浸透する能力を模倣するために、布地の束の
内部に埋め込まれる。
【００９７】
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　３つの異なるエーテルアミン溶液を試験した：ＤＡ－１２１４（オクチル／デシルオキ
シプロピル－１，３－ジアミノプロパン）、ＤＡ－１６１８（ドデシル／テトラデシルオ
キシプロピル－１，３－ジアミノプロパン）、及びＰＡ－１４（イソデシルオキシプロピ
ルアミン）。第Ｉ部及び第ＩＩ部の両方を、１０分の合計暴露時間で、実験の開始時に一
緒に添加した。本溶液を実施例１に記載のように脱イオン水中で、グリコール酸でｐＨを
９．０に調整して作製した。しかしながら、ＰＡ－１４は、酢酸ナトリウムで、ｐＨ７に
既に中和されていた。胞子の対数減少を、洗浄溶液中で及び布地見本上で測定した。胞子
の減少をベースライン処置（水のみ）での胞子数と比較した。試験結果を以下の表７に示
す。
【表７】

【００９８】
　アミン単独が、洗浄溶液または布地見本のいずれかにおいても胞子に実質的な影響を有
さないが、一方過酸単独は、洗浄溶液中の胞子を排除において有効であるが、布地見本に
はほとんど有効ではないことが判明した。エーテルアミン及び過酸のそれぞれによる連続
的処置は、洗浄溶液中の胞子の全てを排除し、布地見本上の胞子に対しても有効であった
。試験したエーテルアミンのうちで、ＤＡ－１６１８が布地見本上の胞子に対して最も有
効であることが判明した。
【００９９】
実施例６
　布地見本の処置を、ｐＨ調節した硬水において試験した。洗浄溶液は、５００ｐｐｍの
合成硬水を含有し、過酸の添加の前に、ｐＨをＮａＯＨで１０．５に調整した。過酸の添
加後、洗浄溶液のｐＨは７～８であった。ＤＡ－１２１４をエーテルアミンとして使用し
、過酢酸を過酸として使用した。
【０１００】
　胞子の対数減少を、洗浄溶液中で及び布地見本上で測定した。胞子の減少をベースライ
ン処置（水のみ）での胞子数と比較した。合計処置時間は１０分であった。試験結果を以
下の表８に示す。
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【表８】

【０１０１】
　エーテルアミン及び過酸による処置が、洗浄溶液中及び布地見本上に存在する全ての胞
子を死滅させることが判明した。エーテルアミン及び過酸による連続的処置の有効性がア
ルカリ生硬水によって低減されないと結論付けられた。
【０１０２】
実施例７
　異なる過酸の使用を試験した。布地見本を、実施例５に記載のＡＳＴＭ試験を用いて処
置した。第Ｉ部を、１００ｐｐｍのエーテルアミン（ＤＡ－１６１８）を用いて調製した
。第ＩＩ部を、２００ｐｐｍのペルオキシ酢酸（「ＰＯＡＡ」）またはペルオキシオクタ
ン酸（「ＰＯＯＡ」）を用いて調製した。第Ｉ部及び第ＩＩ部の両方を使用したとき、こ
れらの化学物質を同時に添加した。暴露時間は、５０℃で１０分であった。結果を以下の
表９に示す。

【表９】

【０１０３】
　エーテルアミンをペルオキシ酢酸に添加することが、死滅の著しい増加をもたらすこと
を観察した。ペルオキシオクタン酸の単独は、ペルオキシ酢酸及びエーテルアミンを一緒
にしたものとほぼ同様に有効であった。しかしながら、エーテルアミンをペルオキシオク
タン酸に添加することは、死滅を減少させた。ペルオキシオクタン酸及びエーテルアミン
は、双方共に非常に疎水性であり、したがって、互いに親和性を有することが留意された
。したがって、２つの化学物質が溶液中に同時に添加されるとき、それらが一緒に凝集し
、死滅の減少を引き起こすと仮定した。
【０１０４】
　本発明のある特定の実施形態を説明してきたが、他の実施形態も存在し得る。本明細書
は詳細な説明を含むが、本発明の範囲は以下の特許請求の範囲によって示される。さらに
、本明細書は、構造的特徴及び／または方法的作用に特異的な言語で記載されているが、
特許請求の範囲は、上述の特徴または作用に限定されない。むしろ、上記の特定の特徴及
び行為は、本発明の例示的な態様及び実施形態として開示される。様々な他の態様、実施
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形態、修正、及びそれらの等価物は、本明細書の説明の読後、本発明の主旨または特許請
求される主題の範囲から逸脱することなく当業者には連想され得る。以下、本発明の実施
形態の例を列記する。
［１］
　細菌胞子による汚染が疑われる物品上の細菌胞子を排除するための方法であって、前記
方法は、
　約１０～約２，０００ｐｐｍのエーテルアミンを水に混合することによって第１の使用
溶液を調製し、約１０～約２，０００ｐｐｍの過カルボン酸を水に混合することによって
第２の使用溶液を調製することと、
　前記第１の使用溶液を前記物品に適用することと、
　前記第２の使用溶液を前記物品に適用することと、を含む、方法。
［２］
　前記エーテルアミンは、１～２２個の炭素原子を有する一つ又は複数のエーテルアミン
を含む、項目１に記載の方法。
［３］
　前記エーテルアミンは、１０～１８個の炭素原子を有する一つ又は複数のエーテルアミ
ンを含む、項目１又は２に記載の方法。
［４］
　前記第１の使用溶液は、２５～１，５００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、項目１～３
のいずれか一項に記載の方法。
［５］
　前記第１の使用溶液は、２５～１，０００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、項目１～４
のいずれか一項に記載の方法。
［６］
　前記第１の使用溶液は、５０～５００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、項目１～５のい
ずれか一項に記載の方法。
［７］
　前記過カルボン酸は、２～１２個の炭素原子を有する一つ又は複数の過カルボン酸を含
む、項目１～６のいずれか一項に記載の方法。
［８］
　前記第２の使用溶液は、１０～１，５００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、項目１～７の
いずれか一項に記載の方法。
［９］
　前記第２の使用溶液は、５０～１，０００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、項目１～８の
いずれか一項に記載の方法。
［１０］
　前記第２の使用溶液は、５０～５００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、項目１～９のいず
れか一項に記載の方法。
［１１］
　前記方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ．、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、
Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓから選択される細菌胞子の少なくとも２対
数の減少が可能である、項目１～１０のいずれか一項に記載の方法。
［１２］
　前記方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ．、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、
Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓから選択される細菌胞子の少なくとも３対
数の減少が可能である、項目１～１１のいずれか一項に記載の方法。
［１３］
　前記方法は、Ｃ．ｄｉｆｆ．、Ｃ．ｂｏｔｕｌｉｎｕｍ、Ｃ．ｓｐｏｒｏｇｅｎｅｓ、
Ｂ．ｃｅｒｅｕｓ、及びＢ．ｓｕｂｔｉｌｉｓから選択される細菌胞子の少なくとも４対
数減少が可能である、項目１～１２のいずれか一項に記載の方法。
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［１４］
　前記物品は、織物または硬質面を含む、項目１～１３のいずれか一項に記載の方法。
［１５］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液のいずれか一方は、一つ又は複数の界面活
性剤をさらに含む、項目１～１４のいずれか一項に記載の方法。
［１６］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液のいずれか一方は、一つ又は複数のｐＨ調
整剤をさらに含む、項目１～１５のいずれか一項に記載の方法。
［１７］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記物品に同時に適用される、項目１
～１６のいずれか一項に記載の方法。
［１８］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記物品に連続的に適用される、項目
１～１６のいずれか一項に記載の方法。
［１９］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記物品に累積的に適用される、項目
１～１６のいずれか一項に記載の方法。
［２０］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記エーテルアミンと前記過カルボン
酸との両方を前記水に投入することによって、単一の使用溶液として同時に調製される、
項目１～１７のいずれか一項に記載の方法。
［２１］
　前記単一の使用溶液は、洗濯用洗浄溶液を含む、項目２０に記載の方法。
［２２］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液のいずれか一方は、洗濯ブースタである、
項目１～２１のいずれか一項に記載の方法。
［２３］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液のいずれか一方は、前記物品の硬質面に適
用される、項目１～２２のいずれか一項に記載の方法。
［２４］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液の一方は、噴霧、注入、ワイプ、またモッ
プ掛けによって前記物品に適用される、項目２３に記載の方法。
［２５］
　細菌胞子を排除するための方法であって、前記方法は、
　約１０～約３，０００ｐｐｍのエーテルアミンを水に混合することによって第１の使用
溶液を調製することと、
　約１０～約３，０００ｐｐｍの過カルボン酸を水に混合することによって第２の使用溶
液を調製することと、
　前記第１の使用溶液を、細菌胞子の汚染が疑われる物品に適用することと、
　前記第２の使用溶液を、細菌胞子の汚染が疑われる前記物品に適用することと、を含む
、方法。
［２６］
　前記第１の使用溶液は、２５～２，０００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、項目２５に
記載の方法。
［２７］
　前記第１の使用溶液は、５０～１，５００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、項目２５又
は２６項に記載の方法。
［２８］
　前記第１の使用溶液は、５０～１，０００ｐｐｍのエーテルアミンを含む、項目２５～
２７のいずれか一項に記載の方法。
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［２９］
　前記第２の使用溶液は、１０～２，０００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、項目２５～２
８のいずれか一項に記載の方法。
［３０］
　前記第２の使用溶液は、５０～１，５００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、項目２５～２
９のいずれか一項に記載の方法。
［３１］
　前記第２の使用溶液は、５０～１，０００ｐｐｍの過カルボン酸を含む、項目２５～３
０のいずれか一項に記載の方法。
［３２］
　前記第１の使用溶液を前記適用することは、前記物品を前記第１の使用溶液中に浸漬す
ることを含み、前記第２の使用溶液を適用することは、前記物品を前記第２の使用溶液中
に浸漬することを含み、前記方法は、前記第２の使用溶液を適用する前に、前記第１の使
用溶液を排出することをさらに含む、項目２５～３１のいずれか１項に記載の方法。
［３３］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記物品に同時に適用される、項目２
５～３２のいずれか一項に記載の方法。
［３４］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記物品に累積的に適用される、項目
２５～３２のいずれか一項に記載の方法。
［３５］
　前記第１の使用溶液及び前記第２の使用溶液は、前記エーテルアミンと前記過カルボン
酸との両方を含有する単一の使用溶液として同時に調製される、項目２５～３３のいずれ
か一項に記載の方法。
［３６］
　前記単一の使用溶液は、洗濯用洗浄溶液を含む、項目３５に記載の方法。
［３７］
　２つのチャンバ、及び両チャンバと流体連通する調整可能なスプレーアセンブリを有す
るスプレーボトルと、
　前記２つのチャンバのうちの一方に収容され、水中に約１０～約２，０００ｐｐｍのエ
ーテルアミンを含む第１の溶液と、
　前記２つのチャンバのうちの他方に収容され、水中に約１０～約２，０００ｐｐｍの過
カルボン酸を含む第２の溶液と、を含む、キット。
［３８］
　約１０～約１，０００ｐｐｍのエーテルアミンと、
　約１０～約１，０００ｐｐｍの過酸と、
　水との混合物を含む組成物。
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